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議案第７号

令和５年度武蔵村山市下水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和５年度武蔵村山市下水道事業会計の予算は、次に定める

ところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 計画人口 ７１，２９６人

⑵ 年間処理水量 ９，７８７，０００㎥

⑶ 一日平均処理水量 ２６，７４０㎥

⑷ 主な建設改良事業

下水道ストックマネジメント事業 １１１，８４０千円

管渠改良事業 ２１３，６１０千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 下水道事業収益 １，４３０，８４１千円

第１項 営業収益 １，０９８，１７８千円

第２項 営業外収益 ３３２，６６２千円

第３項 特別利益 １千円

支 出

第１款 下水道事業費用 １，３３７，０３２千円

第１項 営業費用 １，３１０，４３６千円

第２項 営業外費用 ２４，５９４千円

第３項 特別損失 ２千円

第４項 予備費 ２，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額２０８，８３７千円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４８，１４０千円並び

に

する。）。

過年度分損益勘定留保資金１６０，６９７千円で補填するものと
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収 入

第１款 資本的収入 ６２８，３１４千円

第１項 企業債 ５０７，９００千円

第２項 他会計負担金 ２３，１８４千円

第３項 国及び都補助金 １３，１２５千円

第４項 負担金 ４，３４２千円

第５項 工事負担金 ６９，７６３千円

第６項 基金繰入金 １０，０００千円

支 出

第１款 資本的支出 ８３７，１５１千円

第１項 建設改良費 ３６５，３９２千円

第２項 固定資産購入費 １７６千円

第３項 流域下水道建設負担金 ２５８，８０２千円

第４項 企業債償還金 １１２，７８０千円

第５項 基金繰出金 １００，００１千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公共下水道

事 業

千円

証書借入

又は

証券発行

４．０％以内と

する。ただし、

利率見直し方式

で借り入れる政

府資金及び地方

公共団体金融機

構資金につい

て、利率の見直

しを行った後に

おいては、当該

見直し後の利率

とする。

借入の日から据

置期間を含み３

０年以内に償還

する。ただし、

財政その他の都

合により据置期

間及び償還期限

を短縮し、若し

くは繰上償還又

は低利債に借り

換えることがで

きる。

２５０，８００ 

流域下水道 
事 業 

２５７，１００ 
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（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。

⑴ 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

⑵ 建設改良費と企業債償還金の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費 ４４，０４０千円

（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業に充てるため一般会計からこの会計へ補助を受け

る金額は、１２，６３３千円である。

令和５年２月 日提出

東京都武蔵村山市長 山 﨑 泰 大

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 4 - 

- 5 -





予 算 説 明 書
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Ⅰ　予算実施計画
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（収　入）

款 項 予定額

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

他会計負担金

その他営業収益

営業外収益

受取利息及び配当金

他会計補助金

都補助金

長期前受金戻入

雑収益

消費税及び地方消費
税還付金

特別利益

過年度損益修正益

令和５年度武蔵村山市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

備    考目
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（支  出）

款 項 予定額

下水道事業費用

営業費用

管渠費

流域下水道管理運営
費負担金

業務費

総係費

減価償却費

資産減耗費

営業外費用

支払利息及び企業債
取扱諸費

消費税及び地方消費
税

雑支出

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費

（単位：千円）

備    考目
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款 項 予定額

建設改良債

他会計負担金

国庫補助金

都補助金

国庫負担金

工事負担金

工事負担金

基金繰入金

基金繰入金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

備    考

（収　入）

目

資本的収入

受益者負担金及び分
担金

他会計負担金

負担金

企業債

国及び都補助金
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款 項 予定額

建設改良費

有形固定資産購入費

流域下水道建設負担金

下水道債元金償還金

その他企業債元金償還金

基金繰出金

固定資産購入費

（単位：千円）

備    考目

資本的支出

（支  出）

建設改良費

流域下水道建設負担金

基金繰出金

企業債償還金
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武蔵村山市

下水道事業

（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

     当年度純利益

　 　減価償却費

　 　固定資産の除却及び減損損失

　 　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　 　賞与引当金等の増減額（△は減少） △ 2,133

　 　長期前受金戻入額 △ 319,793

　 　受取利息及び受取配当金 △ 2

　 　支払利息及び企業債取扱諸費

　 　未収金の増減額（△は増加） △ 2,020

　 　未払金の増減額（△は減少） △ 19,437

　 　小計

　 　受取利息及び受取配当金

　　 支払利息及び企業債取扱諸費 △ 15,552

　　 消費税調整額

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   　有形固定資産の取得による支出 △ 365,568

　　 国庫補助金等による収入

　　 一般会計からの繰入金等による収入

　　 流域下水道建設負担金による支出 △ 258,802

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 513,956

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 108,630

　　 その他の企業債償還による支出 △ 4,150

　　 基金の取崩しによる収入

　　 基金の積立てによる支出 △ 100,001

　 　財務活動によるキャッシュ・フロー

　 資金増加額

　 資金期首残高

　 資金期末残高

Ⅱ　令和５年度武蔵村山市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書(間接法)

（ 令和５年４月１日 から 令和６年３月３１日 まで ）
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比　較

△ 141比　較

前年度

本年度

管理職
手 当
千円

住居
手当

(千円)

  時間外
 勤務手当
  (千円)

通勤
手当
(千円)

 期末・
勤勉手当
 (千円)

児童
手当
(千円)

※（　）は再任用短時間勤務職員で別掲

手当の
内　訳

区　分
地域
手当
(千円)

扶養
手当
(千円)

管理職
手 当
千円

住居
手当

(千円)

時間外
勤務手当
(千円)

通勤
手当
(千円)

 期末・
勤勉手当
 (千円)

児童
手当
(千円)

 退職手当
組合負担金
  （千円）

本年度

区　分

職員数 給　　与　　費

△ 141

  ア　会計年度任用職員以外の職員

法　定
福利費

（千円）

合　計

（千円）

備　考特別職

（人）

一般職

（人）

報　酬

（千円）

給　料

（千円）

手　当
　

（千円）

計

（千円）

前年度

地域
手当
(千円)

扶養
手当
(千円)

手当の
内　訳

区　分

本年度

前年度

比　較

（　）は会計年度任用職員数を内書きしたもの。

 退職手当
組合負担金
 （千円）

比　較
（0）

（1）

本年度
（1）

前年度

Ⅲ　給与費明細書

（１）総括

区　分

給　　与　　費
法　定
福利費

（千円）

合　計

（千円）

備　考

職員数

特別職

（人）

一般職

（人）

報　酬

（千円）

給　料

（千円）

手　当
　

（千円）

計

（千円）
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（２）給料及び手当の増減額の明細

区分

本年度

前年度

比較

手　当 制度改正に伴う増減分 期末・勤勉手当の改正に
伴う増分
          　 　  174

 その他の増減分　　

区　分
増減額
(千円)

増減事由別内訳
（千円）

説　　　　　明 備　　　考

給　料 給与改定の状況
前年度  改定率　  0.35％
  　　　実施時期  12月（4月遡及）

その他の増減分   職員数の異動の状況

現に在職
する職員数

その他 計

5人 0人 5人

5人 0人 5人

0人 0人 0人

※（　）は再任用短時間勤務職員で別掲

手当の
内　訳

区　分
時間外
勤務手当
(千円)

本年度

前年度

比　較

期末手当
(千円)

比　較

前年度

本年度

  イ　会計年度任用職員

区　分
職員数

（人）

給　　与　　費
法　定
福利費

（千円）

合　計

（千円）

備　考報　酬

（千円）

給　料

（千円）

手　当
　

（千円）

計

（千円）

昇給のための留保額の
減分
　　　　　　    △18

その他
　　　　 　  　　212

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 平均昇給率　　　　1.86％
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（３）給料及び手当の状況

ア　職員１人当たりの給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

※（　　）は再任用短期時間勤務職員で別掲

（級別の標準的な職務内容）

区　　　　　　　　　分 一般行政職

令和5年1月1日現在

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 (歳)

区　分 一般行政職(円)
一般会計の制度

行政職給料表(１)適用職(円)

令和4年1月1日現在

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

級 職員数(人) 構成比(％)

平 均 年 齢 (歳)

２級

高校卒

大学卒

区　　分
一　般　行　政　職

３級

４級

計

令和4年1月1日現在

６級

５級

令和5年1月1日現在

６級

５級

３級

２級

４級

一般行政職 課長 係長 主任
高度の知識又は経験
を必要とする業務を
行う主事、技師

主事、技師

２級

計

区　　分 ６級 ５級 ４級 ３級
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エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員分

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

備　　　考

区　　　　分 合　　計
代表的な職種

一般行政職

本

年

度

職　　員　　数　(Ａ)(人)

昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

号給数別内訳

１号給(人)

２号給(人)

４号給(人)

５号給(人)

３号給(人)

６号給(人)

比率(Ｂ)／(Ａ)　(％)

前

年

度

職　　員　　数　(Ａ)(人)

昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

号給数別内訳
４号給(人)

５号給(人)

６号給(人)

３号給(人)

１号給(人)

２号給(人)

有

比率(Ｂ)／(Ａ)　(％)

区　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級
等による加算措置６月(月分) 12月(月分)

本 年 度

一般会計
の 制 度

有

前 年 度 有

備　考

支給率等
定年前早期退職特例措置
(2％～20％加算)

区　分
20年勤続の
者（月分）

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の
者（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等

一般会計の制度
（支給率等）

定年前早期退職特例措置
(2％～20％加算)
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キ　その他の手当

扶養手当 同じ

区分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

通勤手当 同じ

地域手当 同じ

住居手当 同じ
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Ⅳ　貸借対照表及び損益計算書
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１ 固定資産

 (1)　有形固定資産

    ア　土地

    イ　構築物

      　減価償却累計額 △ 2,446,109

    ウ　機械及び装置

      　減価償却累計額 △ 47

　　エ　工具、器具及び備品

　　オ　建設仮勘定

        有形固定資産合計

 (2)　無形固定資産

 (3)　投資その他の資産

２ 流動資産

 (1)　現金預金

 (2)　未収金

△ 311

        無形固定資産合計

     　流域下水道施設利用権

        投資その他の資産合計

令和５年度武蔵村山市下水道事業予定貸借対照表

（ 令和６年３月３１日 )

資     産     の     部

（単位：千円）

      　貸倒引当金

      　流動資産合計

      　資産合計

        基金

        固定資産合計

- 20 -
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３　固定負債

   　 企業債

　　ア　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

  　イ　その他の企業債

        企業債合計

        固定負債合計

４　流動負債

 (1)　企業債

　　ア　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

    イ　その他の企業債

　　　　企業債合計

 (2)　未払金

 (3)　引当金
    ア　賞与引当金
    イ　法定福利費引当金
      　引当金合計
      　流動負債合計

５　繰延収益

　　　　長期前受金
　　　　収益化累計額 △ 1,277,735
　　　　繰延収益合計
　　　　負債合計

６　資本金

７　剰余金

　　　利益剰余金
    　当年度未処分利益剰余金
　　　　利益剰余金合計
　　　　剰余金合計
　　　　資本合計

　　　　負債資本合計

負     債     の     部

資     本     の     部
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１ 固定資産

 (1)　有形固定資産

    ア　土地

    イ　構築物

      　減価償却累計額 △ 1,829,362

    ウ　機械及び装置

      　減価償却累計額 △ 46

　　エ　工具、器具及び備品

　　オ　建設仮勘定

        有形固定資産合計

 (2)　無形固定資産

 (3)　投資その他の資産

２ 流動資産

 (1)　現金預金

 (2)　未収金

△ 266      　貸倒引当金

      　流動資産合計

      　資産合計

        基金

        固定資産合計

        無形固定資産合計

     　流域下水道施設利用権

        投資その他の資産合計

令和４年度武蔵村山市下水道事業予定貸借対照表

（ 令和５年３月３１日 )

資     産     の     部

（単位：千円）
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３　固定負債

   　 企業債

　　ア　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

  　イ　その他の企業債

        企業債合計

        固定負債合計

４　流動負債

 (1)　企業債

　　ア　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

    イ　その他の企業債

　　　　企業債合計

 (2)　未払金

 (3)　引当金
    ア　賞与引当金
    イ　法定福利費引当金
      　引当金合計
      　流動負債合計

５　繰延収益

　　　　長期前受金
　　　　収益化累計額 △ 957,942
　　　　繰延収益合計
　　　　負債合計

６　資本金

７　剰余金

　　　利益剰余金
    　当年度未処分利益剰余金
　　　　利益剰余金合計
　　　　剰余金合計
　　　　資本合計

　　　　負債資本合計

負     債     の     部

資     本     の     部
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注記事項

 
Ⅰ  重要な会計方針に係る事項 
令和２年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 
１  固定資産の減価償却の方法 
⑴ 有形固定資産 
ア 減価償却の方法 定額法による。 
イ 主な耐用年数 構築物   ５０年 

機械及び装置 ８～２０年  
工具器具及び備品        ５年 

⑵ 無形固定資産 
ア 減価償却の方法 定額法による。 
イ 主な耐用年数 施設利用権        ３５年 

 
２  引当金の計上方法 
⑴  退職給付引当金 

職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職 
給付引当金は計上していない。 

⑵ 賞与引当金 
職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 
⑶  法定福利費引当金 

職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

出見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。 
⑷  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額

を計上している。 
 
３  消費税及び地方消費税の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 
Ⅱ  予定貸借対照表等関連 
 

  企業債の償還に係る他会計の負担 
貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末日の翌日から起算して１年以内

に償還予定のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、 

- 24 - 
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４４４，０１１千円である。 

 
Ⅲ  セグメント情報の開示 
 

 セグメント情報 
武蔵村山市公共下水道事業は、公共下水道事業のみの単一セグメントのため、記載を省

略している。 
  
Ⅳ  リース契約により使用する固定資産 
 

 リース会計に係る特例措置 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計

処理を行っている。 
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（単位：千円）

1 営業収益

 (1) 下水道使用料

 (2) 他会計負担金

 (3) その他営業収益

2 営業費用

 (1) 管渠費

 (2) 流域下水道管理運営費負担金

 (3) 業務費

 (4) 総係費

 (5) 減価償却費

     営業損失

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金

 (2) 他会計補助金

 (3) 長期前受金戻入

 (4) 雑収益

 (5) 都補助金

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費

 (2) 雑支出

     経常利益

5 特別利益

 (1) 過年度損益修正益

6 特別損失

 (1) 過年度損益修正損

     当年度純利益

     前年度繰越利益剰余金

     当年度未処分利益剰余金

令和４年度武蔵村山市下水道事業予定損益計算書

（ 令和４年４月１日 から 令和５年３月３１日 まで ）
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Ⅴ　予算実施計画明細書
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下水道使用料

他会計負担金 △ 16,443

その他営業収益 △ 88

営業外収益 △ 4,636

受取利息及び配当
金

他会計補助金

都補助金

長期前受金戻入 △ 4,793

雑収益

消費税及び地方消
費税還付金

特別利益

過年度損益修正益

　　　　　　　　　　　　　　令和５年度武蔵村山市下水道事業

収    益    的     収    入 

款 項 目

（収　入）

本年度 前年度 比較

営業収益

下水道事業収益
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下水道使用料

雨水処理負担金 雨水に係る一般会計負担金

手数料 指定工事店指定申請（新規）
指定工事店指定申請（更新）
責任技術者新規登録
責任技術者更新登録

　3

雑収益 道路工事施工に伴う支障物件移設等負担金
河川整備工事施工に伴う支障物件移設等負担金
下水道事業の事務の委託規約等に基づく維持管
理経費負担金
公共下水道損傷負担金
受益者負担金延滞金
受益者負担金滞納処分費

預金利息

基金利息

汚水処理補助金 汚水処理に係る一般会計補助金

都補助金 雨水流出抑制事業補助金

国庫補助金

都補助金

受益者負担金及び分
担金

受贈財産評価額

その他長期前受金

不用品売却収益

その他雑収益 行政財産使用料
過料

消費税及び地方消費
税還付加算金

過年度損益修正益

（単位：千円）

節 予定額 備        考

会計予算実施計画明細書　　　　　　　　　　　　　　

及    び   支    出
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下水道事業費用 △ 3,474

営業費用

管渠費

流域下水道管理運
営費負担金

△ 1,664

業務費

総係費 △ 4,115

款 項 目 本年度 前年度 比較

（支　出)
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旅費

備消耗品費

光熱水費 汚水ポンプ電気料

委託料 下水道電子台帳作成委託料
汚泥等処分委託料
管きょ維持管理委託料
管きょ清掃委託料

使用料及び賃借料 土木積算用及び下水道台帳コンピューター賃
借料

工事請負費 人孔調整工事（市道）
人孔調整工事（都道）
人孔補修工事（単契分）
管きょ等補修工事

材料費 人孔鉄蓋購入費

負担金 下水道事業の事務の委託規約等に基づく維持
管理経費負担金

流域下水道管理運営
費負担金

流域下水道維持管理負担金

委託料 下水道使用料徴収委託料

報酬 維持管理部門職員分

給料 維持管理部門職員分

手当 維持管理部門職員分

法定福利費引当金繰
入額

維持管理部門職員分

賞与引当金繰入額 維持管理部門職員分

法定福利費 維持管理部門職員分

退職手当組合負担金 維持管理部門職員分

報償費

旅費

備消耗品費

燃料費

印刷製本費

修繕費

通信運搬費 郵便料

手数料 口座振替手数料

（単位：千円）

節 予定額 備        考
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減価償却費

資産減耗費

営業外費用 △ 19,418

支払利息及び企業債取
扱諸費

△ 397

消費税及び地方消費税 △ 19,021

雑支出

特別損失

過年度損益修正損

予備費

予備費

項 目 本年度 前年度 比較

（支　出)

款

- 34 -



保険料 自動車損害共済掛金
自動車賠償責任保険料
下水道賠償責任保険料

委託料 雨水管理総合計画策定事業委託料
会計年度任用職員健康診断委託料
公営企業会計に関するアドバイザリー業務委託
料
経営戦略改定業務委託料
インボイス対応システム改修委託料

使用料及び賃借料 公営企業会計システム使用料
軽貨物車(リース）賃借料
刊行物データ使用料

負担金 東京都市町村職員共済組合事務費負担金
水質検査業務共同実施負担金
日本下水道協会会費
下水道関係各種講習会負担金
多摩川上流流域下水道事業対策協議会負担金
荒川右岸東京流域下水道事業対策協議会負担金
東京都多摩地区下水道事業積算施工適正化委員
会負担金
都道掘削復旧工事監督事務費負担金
配水管等移設工事費負担金

補助交付金 市職員厚生事業交付金
雨水浸透施設設置補助金
雨水貯留槽設置補助金

補償金 車両事故に伴う賠償金
下水道事故に伴う賠償金

公課費 自動車重量税

貸倒引当金繰入額

有形固定資産減価償却
費

無形固定資産減価償却
費

固定資産除却費

企業債利息 公共下水道事業債利息
流域下水道事業債利息
公営企業会計適用債利息

一時借入金利息 一時借入金利息

消費税及び地方消費税

雑支出

過年度損益修正損 受益者負担金過年度分還付金
下水道使用料過年度分還付金

予備費

（単位：千円）

節 予定額 備        考
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資本的収入 628,314 359,130 269,184

企業債 507,900 320,400 187,500

建設改良債 507,900 320,400 187,500

他会計負担金 23,184 18,670 4,514

他会計負担金 23,184 18,670 4,514

国及び都補助金 13,125 5,775 7,350

国庫補助金 12,500 5,500 7,000

都補助金 625 275 350

負担金 4,342 4,283 59

受益者負担金及び分担
金

3,401 3,845 △ 444

国庫負担金 941 438 503

工事負担金 69,763 2 69,761

工事負担金 69,763 2 69,761

基金繰入金 10,000 10,000 0

基金繰入金 10,000 10,000 0

　　　　　　　　　　　　　　令和５年度武蔵村山市下水道事業

資　　本　　的     収    入 

本年度 前年度 比較

（収　入）

款 項 目

- 34 
-

- 36 -



下水道債 公共下水道事業債
流域下水道事業債

公債費負担金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金

都補助金

受益者負担金及び分担
金

流域下水道防衛施設分
負担金

工事負担金

基金繰入金

会計予算実施計画明細書　　　　　　　　　　　　　　

及    び   支    出
（単位：千円）

節 予定額 備        考
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資本的支出

建設改良費

建設改良費

固定資産購入費

有形固定資産購入費

流域下水道建設負担金

流域下水道建設負担金

企業債償還金 △ 5,417

下水道債元金償還金 △ 5,417

その他企業債元金償還
金

基金繰出金

基金繰出金

前年度 比較

（支　出)

款 項 目 本年度
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給料 建設部門職員分

手当 建設部門職員分

法定福利費 建設部門職員分

退職手当組合負担金 建設部門職員分

委託料 ストックマネジメント計画に基づく計画的な
点検・調査及び施設の改築等委託料
新青梅街道汚水管移設に伴う基本設計委託料
残堀川左岸第一及び第二排水区雨水基本設計
修正委託料
空堀川右岸第四及び第八排水区枝線ルート検
討測量委託料

工事請負費 空堀川整備工事に伴う管きょ改良工事
かたくりの湯入り口交差点管きょ改良工事
道路改修等に伴う管きょ改良工事
汚水桝設置工事

工具・器具及び備品

流域下水道建設負担金 流域下水道事業建設負担金
流域下水道事業改良負担金

下水道債元金償還金 公共下水道事業債
流域下水道事業債

その他企業債元金償還金 公営企業会計適用事業債

基金繰出金 下水道事業建設基金積立金
下水道事業建設基金利息積立金

（単位：千円）

節 予定額 備        考
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